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Ⅰ. 概 況 

2024 年度は、混沌と変化が交錯した一年だった。世界的にはウクライナ情勢や中東の不安定

化、そしてアメリカ大統領選挙を巡る緊張が国際社会に大きな影響を与えた。一方で、生成 AI

や量子コンピューティングなど先端技術の進展が社会の在り方を大きく変え始めた年でもあ

った。気候変動に伴う異常気象は深刻さを増し、各地で猛暑や水害が相次いだ。日本でも災害

対応やインフラ整備の課題が改めて浮き彫りとなった。 

経済面では、物価高と円安が国民生活を圧迫し、節約志向が強まった。一方で、インバウン

ド需要の回復により観光業は再活性化の兆しを見せた。社会では「推し活」「Z 世代」など若年

層の新しい価値観が注目され、旧来の常識にとらわれない多様な生き方が受け入れられ始めて

いる。また、生成 AI の急速な普及により、教育やビジネスの現場でも大きな変化が起き、働き

方の見直しや創造性のあり方について議論が進んだ。 

スポーツではパリ五輪への期待が高まり、選手たちの活躍が話題に。文化面ではサブカルチ

ャーの海外進出が加速するなど、日本独自の魅力が改めて評価された。 

このような社会情勢の中、当財団は多言語情報発信サイト「nippon.com」の制作・運営のた

め、2024 年度は日本財団から助成金として 709,460 千円の交付を受けた。 

自民党総裁選、石破新政権誕生、衆院選、38 年ぶりの円安ドル高水準、日本原水爆被害者団

体協議会（被団協）のノーベル平和賞受賞、米大統領選でのトランプ氏再選、日本製鉄による

米 US スチールの買収計画、ホンダと日産自動車の経営統合交渉の破綻、パリ五輪、パラリン

ピックなど、国内外のニュースをタイムリーな発信に努めたほか、2023 年度から連載を始めた

日本の高齢化社会の現状を伝える大型企画「老いを見つめる」は全言語で翻訳、高齢化に対す

る世界からの関心に応えることができた。この他、人間国宝の紹介や北海道のタンチョウヅル

の求愛ダンス、高画質８K の 360 度 VR など、日本が誇る文化や自然を動画で発信するなど、

「nippon.com」ならではのオリジナルコンテンツを制作・発信した。 

サイトへのアクセスは、Google の検索アルゴリズムアップデートなどの影響を受け、苦戦を

強いられたが、全言語を合わせた本体サイトでは総ユーザー数が前年度合計から 8.2%、訪問数 

（セッション数）が 3.6%、PV 数が 2.0%と微増した。英語、繁体字、アラビア語が全体の底上
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げに貢献し、中でもアラビア語は総ユーザー数が前年度合計から 99.6%、訪問数(セッション

数)が 96.3%、PV 数は 71.0%と大きく伸びた。 

広報活動としては、2023 年 4 月に策定した「財団パーパス」のうち「つなげる」「ささえ

る」を実現すべく、駐日外国公館との連携強化を念頭に駐日各国大使との面談を積極的に実

施したほか、中南米の元日本大使との意見交換会を開催した。また、財団の広報ツールの拡

充に努め、財団ホームページでポッドキャストによる財団紹介をスタートしたほか、パンフ

レットのスペイン語版、簡体字版を作成するなど、当財団の周知とネットワークの拡充に繋

げた。 

また、2024 年 4 月、当財団における広告・SNS 運用の戦略的見直しと効果検証を目的として、

「マーケティング・ワーキンググループ（WG）」を広報部所管にて新設し、広告・SNS 施策を

体系的に整理し、各種指標の分析・KPI の設定・ターゲットの見直し等に取り組んだ。 

組織運営に関しては、必要な人員を確保しながら組織体制を整え、労務管理研修を開催する

ことで、職員の知識・意識を高め、適正な労務管理に取り組んだ。また、役員と管理職職員に

よる定例会議を開催し、事業計画及び予算作成・管理など、財団全体に関する業務について部

を跨いで共通認識を高める機会を設け、組織運営に対する管理職の意識向上を図った。 

また、情報管理についてはセキュリティ体制の強化に向け「情報セキュリティ委員会」を新

たに設置し、当財団が持つ情報資産の在り方について検討を始めた。加えて年間を通じて継続

的に「セキュリティ研修」を実施し、日々変化する情報漏洩対策とウィルスの脅威に備え、職

員の意識向上に努めた。                                    

収益事業は、取材・執筆・翻訳・動画制作を中心に受注しているところであるが、今年度は

SNS 関連の事業が微増した一方、クライアントの業績不振の影響を受け、受注案件が減少した。 

また、収益事業における動画や SNS のコンテンツ制作で得たノウハウを、公益目的事業であ

る nippon.com サイトの動画やポッドキャスト、SNS のコンテンツ制作に積極的に活用し、

nippon.com サイトの SNS の充実に貢献した。 
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Ⅱ．法人の概要 

１．設立年月日 2010 年 12 月 27 日 

海外向けの多言語情報発信を目的として一般財団法人ジャパンエコーを設立。2012 年４

月に一般財団法人ニッポンドットコムに改称。 

2018 年７月１日、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18 年法 

律第 49 条）の規定に基づき、公益財団法人に認定された。 

 

２．定款に定める目的 

我が国の政治、経済、社会及び文化等を広く海外のオピニオンリーダーに情報発信する 

ことにより対日理解の促進を図るとともに、我が国の学術研究に関する国際的な人材育成

を図ることで、これらの分野の発展に寄与し、国際相互理解の促進を目的とし、その目的

に資するため次の事業を行う。  

 

３．定款に定める事業内容 

（１）我が国の政治、経済、社会及び文化に関する情報を各国の言語で翻訳し発信する事業 

（２）放送・編集設備の貸与及びコンテンツの制作・編集・管理・提供 

（３）翻訳、編集、印刷物の制作 

（４）前各号に附帯関連する一切の事業 

  各事業は、日本全国及び海外において行う 

 

４．所在地 東京都港区虎ノ門１－15－16 笹川平和財団ビル 

 

５．設置に関する根拠法及び行政庁 

   一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号） 

   内閣府 

 

６．役員に関する事項 

   Ⅲ．管理業務の１．役員（理事・監事）及び評議員を参照 

 

７．職員に関する事項 

   Ⅲ．管理業務の５．事務局を参照 
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Ⅲ 管理業務 

1. 役員（理事・監事）及び評議員 

（１） 役員 

2025 年３月 31 日現在の役員は、理事６名（理事長１名、常務理事２名、理事３名）、

監事２名である。 

                   ＜別表１   役員名簿参照＞ 

（２）評議員 

2025 年３月 31 日現在の評議員は、５名である。 

＜別表２ 評議員名簿参照＞ 

2. 会議 

（１）理事会 

①６月 11 日 理事会 

第一号議案 2023 年度事業報告書（案）及び計算書類等（案）の承認について 

第二号議案 評議員会の日時及び場所並びに議事に付すべき事項の決定について  

  ②６月 26 日 理事会 

第一号議案 代表理事及び業務執行理事の選定について 

第二号議案 代表理事及び常勤理事の報酬額の決定について 

③ 10 月 24 日 理事会 

第一号議案 2025 年度日本財団助成事業の申請について 

④ ３月 11 日  理事会 

第一号議案 2025 年度 事業計画書（案）及び収支予算（案）に関する件  

第二号議案 役員賠償責任保険の更新に関する件 

第三号議案 臨時評議員会の招集に関する件 

 

（２）評議員会 

①６月 26 日 評議員会 

第一号議案 2023 年度事業報告の報告及び計算書類等（案）の承認について 

第二号議案 理事及び監事の選任について 

第三号議案 退任役員への退職慰労金の支払いについて 

第四号議案 役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程の改正について 

②３月 19 日 臨時評議員会 

報告事項 

 

3. 規程の制定等 

（１） 規程の一部改正 

役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程 
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4. 届出・登記事項 

（１）内閣府への提出 

・変更届（理事、監事の就任及び退任） 

・変更届（役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程） 

・「2023 年度事業報告」の提出 

・「2024 年度事業計画書等」の提出 

 

（２）登記事項 

・役員変更登記 （2024 年７月） 

 

5. 事務局 

（１）機構 

2025 年３月 31 日現在における事務局の機構は、５部である。 

  ＜別表３ 事務局機構図参照＞ 

（２）人員 

2024 年度は採用者２名、退職者４名、嘱託委嘱者２名により 2025 年３月 31 日現在にお

ける職員は 25 名、嘱託は 11 名である。 
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Ⅳ.公益目的事業（nippon.com の制作運営）について 

１．ウェブによる発信について 

2024 年度も日本で起きた出来事をタイムリーに国内外に伝えるべく、コンテンツを制作し多

言語で発信した。 

自民党の政治資金パーティー収入を巡る裏金問題は、党が 4 月に安倍派と二階派の議員ら 39

人を処分するも、岸田内閣の支持率は低迷を続けた。9 月の総裁選には過去最多の 9 人が立候

補し、決選投票の末、石破茂氏が高市早苗氏を破って第 28 代総裁に選出された。石破氏は 10

月、首相に就任直後に衆院を解散、衆院選が行われた。与党勢力は改選前から 64 議席を失い、

過半数に届かず惨敗した。 

海外では 11 月に米国では大統領選が行われ、トランプ氏が再選。韓国では尹錫悦大統領が

12 月、野党が多数の政府官僚の弾劾を試み、「国政がまひ状態にある」などとして、「非常戒厳」

を宣言した。国内外で目まぐるしく動いた政治について、ジャーナリストや日本を代表する政

治学者に寄稿してもらい、英語を中心に海外へ発信した。 

経済では円安が進み、6 月 26 日には一時 1 ドル＝160 円 60 銭台をつけ、1986 年 12 月以来、

約 38 年ぶりの円安ドル高水準となった。7 月には日銀が 20 年ぶりとなる新紙幣の発行をスタ

ート。肖像となった渋沢栄一、津田梅子、北里柴三郎に関連する新たなコンテンツや、既存の

コンテンツのアップデートなどで、海外から高い関心を集めた。また、日本製鉄による米 US ス

チールの買収計画、ホンダと日産自動車の経営統合交渉の破綻など、世界の注目を集めるニュ

ースに対し、専門家の分析などを記事にして、PV 増につながった。 

社会では、日本被団協が 2024 年のノーベル平和賞に選ばれたとの第一報を受け、翌日には

被団協を取材し、代表委員らの喜びの声を世界に発信した。1966 年に発生した強盗殺人事件で

死刑が確定した袴田巌さんの無罪判決から、日本の死刑制度について問題を提起。海外の注目

を集めることができた。小林製薬が製造した紅麹を原料としたサプリメントを摂取した消費者

が体調を崩す事案が相次いだことを受け、和食に欠かせない麹に対する誤解を解こうと、発酵・

醸造専門家へのインタビューを速やかに記事にした。 

スポーツではパリ五輪・パラリンピックにおける日本人選手の活躍を現地時間に合わせてリ
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アルタイムで取り上げた。海外開催の五輪でメダル獲得が過去最多だったこともあり、PV 獲得

につながった。 

2023 年度から連載を始めた日本の高齢化社会の現状を伝える大型企画「超高齢社会ニッポ

ン：老いを見つめる」は全言語で翻訳、高齢化に対する関心の高さに応えることができた。こ

のほか、人間国宝の紹介や北海道のタンチョウヅルの求愛ダンス、国宝級の仏像を紹介する企

画や高画質８K の 360 度 VR など、日本が誇る文化や自然を写真や動画を制作。「nippon.com」

ならではのオリジナルコンテンツを発信した。 

スペイン語とフランス語サイトでは、2023 年度に続き東京外国語大学と協定を結び、学生を

インターンとして受け入れ、翻訳チェックやSNSへの投稿を担当させた。特にSNSに関しては、

デジタルネイティブ世代の視点に立った“見てもらうための”投稿アイディアを得るなど、SNS

発信に活かすことができた。 

スペイン語サイトでは、本体サイトでの新しい試みとして「ポッドキャスト」を開始した。

月 2～3 回の配信を行い、映画を中心にサイトで取り上げたコンテンツをスペイン語で発信し

た。在スペイン日本大使が SNS「X」において、nippon.com スペイン語サイトをおすすめサイト

として紹介するなど、サイトの認知度向上の手応えがあった。 

ロシアによるウクライナ侵攻から丸 3 年が経過し、ロシア国内における外国語 WEB サイトへ

の検閲の厳しさは依然として変わらない。ロシア語サイトへの流入では、約 4 割をウクライナ

が占めていることから、ウクライナ避難民が翻訳に関わるプロジェクトを継続して行い、翻訳

者の獲得につなげることができた。 

サイトへのアクセスは、Google の検索アルゴリズムアップデートなどの影響を受け、苦戦を

強いられたが、全言語を合わせた本体サイトでは総ユーザー数が前年度合計から 8.2%、訪問数

（セッション数）が 3.6%、PV 数が 2.0%と微増した。 

一方で SNS や広告を経由する流入では、2023 年度後半から 1 ユーザー当たりの PV が減少す

る傾向にあり、これはサイト全体において、ユーザー数の増加に比べて PV の伸びが低くなる

原因となっていると考えられる。こうした状況を受け、各言語で広告出稿の方法を見直すなど

の改善策を講じた。検索からの流入については、アルゴリズムの変化に伴って鮮度の高い記事
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へのアクセスが増加していることから、今後さらにタイムリーな発信や計画的な内容更新に注

力していく。 

昨年度に引き続き、nippon.com の英語翻訳記事の 10 記事が大学入試問題として 14 件採用さ

れた。日本では NHK の「チコちゃんに叱られる！」など、テレビ局から「Japan Data」の記事

やグラフが転載されるケースが目立った。 
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（１）発信記事数データ 
2024 年 4 月～2025 年 3 月（単位：本） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

カテゴリ ⽇本語 英語 簡体字 繁体字 フランス語 スペイン語 アラビア語 ロシア語 計

In-depth 133 101 30 55 37 41 89 69 555

Topics 285 254 136 153 165 170 239 213 1,615

Japan Data 399 294 210 122 223 212 241 140 1,841

旅と暮らし 47 44 67 30 123 54 58 92 515

映像 5 6 14 5 4 6 5 14 59

Books 27 21 5 6 8 9 12 7 95

Cinema 62 19 1 2 10 16 17 4 131

Images 1 1 3 3 2 7 5 5 27

People 11 11 2 5 1 8 4 5 47
Japan Glances 
ニッポン⼊⾨

⽇本⼀瞥 0 0 2 0 0 0 0 0 2

Blog 0 0 0 0 1 0 3 2 6
Japan Timeline
（⽇本の出来事）

今⽇は何の⽇ 413 0 0 0 0 0 0 0 413

News オリジナル 40 7 15 2 9 16 12 20 121
News 時事通信 5,429 5,431 44 1,247 490 817 828 1,335 15,621
（うちnippon.com翻訳分） (44) (1247) (490) (817) (828) (1335)
News 時事通信動画 1,353 0 48 185 31 17 59 7 1,700
（うちnippon.com翻訳分） (48) (185) (131) (17) (59) (7)
News 共同通信 71,929 346 60 60 24 2 0 24 72,445
（うちnippon.com翻訳分） (24) (2) (24)
News 全国郷⼟紙連合 14 1 0 0 0 0 0 0 15
（うちnippon.com翻訳分）

計 80,160 6,551 649 1,876 1,145 1,389 1,586 1,950 95,306

12 12 12 0 12

0 3 0 1 5 1

12 12 12

14

84

2 2
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（２）アクセス状況 
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（３）外部配信 
① （日本語）Yahoo!ニュース 

nippon.com への流入効果が最も高い Yahoo!ニュースに、nippon.com オリジナルの記

事ほぼ全てを定期的に配信した。年間合計は 15,258,840PV を記録した。 

  

② （日本語）Smart News 

スマートフォン用ニュースアプリとして知名度の高い Smart News に nippon.com オリ

ジナル記事を 2024 年１月から配信を開始。2024 年度は 2,509,312PV を獲得した。 

 

③  YouTube 

nippon.comのYouTube チャンネル登録者数は、全チャンネル合計で29,049となった。

視聴回数は全チャンネル合計で 755,206 となった。 

 

④ Himalaya 

中国大陸で人気の音声プラットフォーム「Himalaya」に中国語・簡体字の記事を音声化し

たコンテンツを配信し、読者層拡大を目指している。スタートして 8 年目を迎え、フォロワ

ー数は 6 万人近くまで増加した。毎週 3 本程度、新しい音声コンテンツを掲載している。記

事を読み上げるナレーションを AI 活用することで、安定的な配信に務めている。 

 

⑤ Weibo（ウェイボー） 

Weibo は中国版 Twitter や Facebook と呼ばれており、中国で広く普及している SNS プ

ラットフォームのひとつである。Weibo 上の nippon.com 簡体字の公式アカウントから、日

本の社会、文化、歴史、伝統など様々な分野の記事を毎日、投稿している。しかし、Weibo

運営当局が投稿内容を厳しく検閲する状況が依然続いている。そのためインフルエンサーと

良好な関係を構築し、インフルエンサーから nippon.com 記事を拡散してもらうなどの工夫

を重ねている。 

 

⑥ WeChat（ウィーチャット） 

WeChat は中国語版 Line のようなコミュニケーションツールとして、中国の人たちの生

活で広く使われている。2024 年度は nippon.com 簡体字の公式アカウントから、毎週 1 回、

記事を配信した。ただ、WeChat 運営側の検閲が厳しく、nippon.com 記事へのリンクが貼れ

なくなるなど、制限が多い。今後は中国の SNS で主流となっている動画投稿プラットフォ

ームを新規運用するなどの検討を進めていきたい。 

 

⑦ ヤフー台湾 

nippon.com 繁体字の記事をヤフー台湾ニュースへ転載する試みは、2019 年３月からスタ

ート。2024 年 11 月に「『稼げない』日本避けるベトナム実習生」が約 5 万 PV を獲得し、

月間で 12.3 万 PV 以上を記録した。PV 数は 516,155／年。 
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⑧ 風傳媒 

2020 年１月から始まった台湾有数の論壇メディア「風傳媒」への転載は、2024 年度も継

続。2024 年 7 月に「対中投資が急減？：中国の外資企業に何が起きているのか」が約 13.4

万 PV を獲得し、月間で 21.8 万 PV 以上を記録した。PV 数は 772,846／年。 

 

⑨ The News Lens 

2020 年４月から転載を始めた台湾の時事ニュースサイト「The News Lens」は、2024 年

度も継続。2024 年 9 月に月間 3,136PV を獲得。PV 数は 12,707／年。 

 

⑩ 香港 01 

香港を拠点とするニュースメディア「香港 01」は、2021 年４月から転載を開始。2024 年

8 月に「足をしびれさせるのが狙いだった⁉：正座を“正しい座り方”にした徳川幕府の知恵」

が約 2.9 万 PV を獲得し、月間で 16.7 万 PV 以上を記録した。PV 数は 981,222／年。 
 

⑪ 上下游 

台湾の農業・食文化に関する公益団体メディアで、2023 年９月から転載を開始。2024 年

も継続中。当サイトの農業やグルメ関連記事を不定期に公開している。PV 数は 9,709／年。 
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２．企画会議等の開催 

nippon.com オリジナル記事の企画を検討する「週間コンテンツ会議」を毎週開催した。こ

のほか、外部有識者らで構成する「編集企画委員会」を隔月で開催。オンライン形式で実施

していたが、2024 年 11 月開催の編集企画委員会は対面で開催した。 

 

（１）週間コンテンツ会議 

毎週、編集局スタッフからの企画提案を基に、どのようなコンテンツを制作し、公開する

かを協議した。毎回５〜10 本程度の企画提案があり、内容のほか、必要経費など予算執行に

ついても当会議で必要性の判断を行っている。 

 

（２）編集企画委員会 

昨年度に続き、外部有識者からなる編集企画委員会を隔月で開いた。11 月はコロナ禍以降、

初めて対面で開催。「in-depth（時評、論文系のコンテンツ）」を中心に企画内容を議論し、

多くの知見を得た。 

 

 

３．広報活動について 

広報部では、対外ネットワーク拡充に向けて、駐日外国公館との交流拡充に努めたほか、収

益事業における動画や SNS のコンテンツ制作で得たノウハウを共有すべく、動画撮影講座など

を実施した。 

  

（１）駐日外国公館との交流 
2024 年度は以下の駐日大使及び公館関係者との懇談の場を設け、ニッポンドットコムの周知

に努めた。 

① スウェーデン 

② サウジアラビア 

③ 台北駐日経済文化代表処 

④ オーストラリア 

⑤ インド 

⑥ クウェート 

 インドおよびサウジアラビアについては理事長によるインタビューを実施し、nipponn.com に

掲載した。また、nippon.com の認知度を高めるべく、スペイン語チームと中南米の元大使との

意見交換会を実施し、スペイン語圏での連携を深めた。 
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（２）広報ツールの拡充 
公益財団法人としての説明責任と透明性を高めるため、情報更新をより適時に行うことを目

的に、財団ホームページで財団紹介のポッドキャストを開始したほか、財団パンフレットのス

ペイン語版、簡体字版を作成するなど、広報ツールの拡充に努めた。 

 

（３）海外発信ノウハウ共有セミナーの開催 
収益事業等で得た海外発信のノウハウを共有すべく、iPhone を活用した動画撮影講習会を 2

回実施したほか、財団スタッフを対象にマーケティングの専門家や英語圏インフルエンサーに

よる SNS 発信のワークショップを開催した。 

 

（４）スタジオの貸出 
2024 年度は関連団体をはじめ、公益目的事業に資する事業に関して、スタジオ設備の貸出を

行った。スタジオ料金表等の資料を作成したことに加え、動画によるマニュアルを作成するな

ど、利用促進の基盤を整備し、17 件の貸出を行った。 

 

（５）マーケティング WG の設置と活動 
2024 年 4 月、当財団における広告・SNS 運用の戦略的見直しと効果検証を目的として、「マ

ーケティング・ワーキンググループ（WG）」を広報部所管にて新設した。従来は各担当者の判断

に委ねられていた広告・SNS 施策を体系的に整理し、Google アナリティクスの仕様変更や SNS

アルゴリズムの変化といった外部環境への対応力を高めるため、各種指標の分析・KPI の設定・

ターゲットの見直し等に取り組んだ。併せて、英語圏インフルエンサーやマーケティング専門

家との連携による戦略提案や SNS 活用法の共有、SEO 分析や広告最適化施策の策定など、

nippon.com の多言語発信力強化に資する具体的な提案を行うなど、2025 年度以降の施策実行

につなげる PDCA サイクルの土台構築を目指した。 

また、2025 年 1 月から 3 月にかけて、英語版 nippon.com の強化とマーケティング施策の具

体化を目的に、SNS 戦略の策定とワークショップを実施し、英語圏インフルエンサーとの連携

による Instagram 支援や動画制作にも取り組んだ。また、広告運用と SEO に関する専門コンサ

ルティングを通じて改善策を検討し、UI/UX の課題抽出や SNS 投稿支援体制の整備も行い、全

体としてデジタル発信力の強化を図った。 
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Ⅴ．収益事業（民間受注） 

 

収益事業では公益目的事業を資金面で支えるとともに、企業や他の公益法人からの受注を

通して、コンテンツ制作のトレンドやニーズを吸収し、公益目的事業のコンテンツ制作へ情

報やノウハウを提供することで、公益目的事業の質的向上に役立てることを目的としている。 

2024 年度はスタジオを活用した動画のライブ配信の受注が増加したものの、クライアント

企業の業績悪化の影響を受け、受注案件は減少した。 

 

【主な事業】 

① 凸版印刷株式会社 

株式会社ヤクルト本社／サステナビリティレポート 2023 

② E-グラフィックス コミュニケーション株式会社 

日産自動車工業株式会社／イントラ WIN、社外 WEB サイト 

③ 三菱自動車工業株式会社 

イントラ、社外 WEB サイト、SNS 

④ 国際交流基金 

翻訳者招聘事業支援 

⑤ 公益財団法人 日本科学協会 

研究助成動画、実験動画 

⑥ 公益財団法人 笹川平和財団 

安全保障研究グループ You Tube 配信用動画 

スカラシップ事業部配信用動画 

⑦ 駐日欧州連合代表部 

広報 WEB「EU MAG」 

⑧ 株式会社 ADDIX 

富士五湖英語ウェブサイト作成 

 

【その他】 

JETRO JFOODO、在日ドイツ商工会議所、竹中工務店、笹川日仏財団等 
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Ⅵ．事業報告の附属明細書 

 

2024 年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第３

項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」は存在しないので作成しな

い。 

以上 



別表１

2025年3⽉31⽇現在

役 職 名 ⽒　　　名 現　　　　　　　職

理 事 ⻑ ⾚ 阪 清 隆 （ 公 財 ） ニ ッ ポ ン ド ッ ト コ ム 理 事 ⻑
（ ⼀ 財 ） 英 語 教 育 協 議 会 理 事 ⻑

常 務 理 事 古 賀 攻 （ 公 財 ） ニ ッ ポ ン ド ッ ト コ ム 常 務 理 事

常 務 理 事 相 澤 佳 余 （ 公 財 ） ニ ッ ポ ン ド ッ ト コ ム 常 務 理 事

理 事 ⽚ 岡 優 佳 （ 公 財 ） ﾆ ｯ ﾎ ﾟ ﾝ ﾄ ﾞ ｯ ﾄ ｺ ﾑ 編 集 部 ⻑

理事（⾮常勤） ⾓ 南 篤 （ 公 財 ） 笹 川 平 和 財 団 理 事 ⻑

理事（⾮常勤） ⾼ 畑 昭 男 産 経 新 聞 客 員 論 説 委 員

監事（⾮常勤） 袖 ⼭ 裕 ⾏ 公 認 会 計 ⼠ / 税 理 ⼠

監事（⾮常勤） 児 ⽟ 修 公 認 会 計 ⼠ / 税 理 ⼠

役 員 名 簿



別表２

2025年3⽉31⽇現在

役 職 ⽒　  名 現　　　　　　　職

評 議 員 伊 藤 芳 明 （ 株 ） 毎 ⽇ 新 聞 社 客 員 編 集 委 員

評 議 員 尾 形 武 寿 （ 公 財 ） ⽇ 本 財 団 理 事 ⻑

評 議 員 兼 原 敦 ⼦ ・ キ ャ ノ ン グ ロ ー バ ル 戦 略 研 究 所 研 究 主 幹
・ 笹 川 平 和 財 団 上 席 フ ェ ロ ー

評 議 員 佐 々 江 賢 ⼀ 郎 （ 公 財 ） ⽇ 本 国 際 問 題 研 究 所 理 事 ⻑

評 議 員 ⽟ ⽊ 林 太 郎 （ 公 財 ） 国 際 ⾦ 融 情 報 セ ン タ ー 理 事 ⻑

評 議 員 名 簿



別表3

制作部

・編集チーム

・企画開発チーム

・システム運⽤チーム

編集部

・英語チーム

・多⾔語チーム
海外発信部編集局

事 務 局 機 構 図

2025年3⽉31⽇現在

・総務チーム

・経理チーム

総務局 総務部

広報部 ・広報チーム

マーケティング
ワーキンググループ
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